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『The ORIENTAL ECONOMIST』は、東

洋経済新報社の創立40周年を記念して、

昭和9（1934）年に創刊された月刊英文

誌です。前年の1933年3月には、国際

連盟を脱退するなど、日本では国際協調

主義が影を潜め、国家主義が台頭してい

た時代です。また、昭和6（1931）年

12月の金輸出再禁止政策により、日本の

為替相場が下がり、それにつれて日本の

輸出が増えたため、イギリスをはじめと

する諸外国において対日為替ダンピング

批判は、日本の大陸政策や国際連盟脱退

への警戒もあり、大きな国際経済問題と

なっていたのです。

そこで『東洋経済新報』編集主幹であり、

代表取締役の石橋湛山は、満州事変以来、

世界の注目を集める日本の現状が正当に

理解されていないという問題意識のもと、

英文誌の出版を決意しました。日本とア

ジアの経済・政治・社会に関して世界へ

正確な情報を伝え、アジア民衆の観点か

ら論評を加えることにより、西洋市民の

理解と公正な判断を得て、平和確保に貢

献したいという願いがあったのです。 

翻訳調でなく日本の政治経済に疎い外国

人にも理解できる文章を心がけ、単なる

プロパガンダでなく日本経済の長所短所

を摘出し向かうべき道を示すという編集

方針により、諸国の同種雑誌に劣らぬ水

準を維持し、外国の専門家から信頼を得

るに至りました。同誌の宛先は同盟国で

あるドイツ、イタリア、中立国のスイス、

スウェーデン、ポルトガル、ソ連のほか、

日本占領下の香港、上海、シンガポール

などでしたが、敵国側の英米にも中立国
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石橋湛山が、海外向け発信を企図。

1985 Jan.

1984 Jan.



を介して入っていたといいます。海外諸

国の官僚や軍人が数多く購読し、戦後に

GHQ初代経済科学局長となるクレーマー

大佐も長年の愛読者の一人でした。石橋

湛山によれば、「本当のことを書きすぎて

国家のためにならない」と、外国在住日

本人（大使館、銀行、会社支店）からし

ばしば非難されたそうですが、奇妙なこ

とに軍部がその存在価値を認め、太平洋

戦争中にも雑誌発行の生命線である紙の

配給を止めませんでした。同誌は創刊か

ら終戦時まで1945年7・8月および

10・11月の合併号を除き、途切れるこ

となく毎月発行されていますが、このこ

とは戦時中に多くの雑誌が統合や廃刊を

余儀なくされた中では注目に値します。 

戦後、当時の日本には信頼できる民間経

済調査機関がなかったこともあり、同誌

を高く評価していたGHQからすぐに協力

要請を受けた石橋湛山は、日本の主張を

注入できるチャンスでもあると考え、刊

行サイクルを月刊から週刊に転換しまし

た。結果として、1946年1月12日号か

ら1952年8月23日号までは、週刊誌と

なりました。多くのメディアが、この占

領期間に出版活動を縮小する中で、逆に

刊行頻度が増したところに同誌の特異性

があります。 

今回は、1934年から1985年の51年間

で、874冊－43,861頁のデジタルアー

カイブズが検索対象となります。『東洋経

済新報／週刊東洋経済』の英訳版でなく、

オリジナル記事も多数収録しており、特

に報道弾圧が激化した戦時中は、日本向

けと海外向けである同誌と内容を書き分

けていました。戦前戦後に切れ目がない

稀少な英文誌ですが、これを使った本格

研究は進んでいないのが現状で、貴重な

学術研究資料となるでしょう。 

このパンフレットでは、1982年から

1985年の期間で、トピックスとなる記

事をピックアップしてご紹介します。 
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1985年 4月号 ピックアップ記事 

新生 NTT の首脳人事について、政府、与党の自由民主党と財界、産業界で利害
が複雑に絡み合う中で、一旦は、北原副社長、阿部副社長が公に稲山経団連会長
から記者発表されたものの、その 2日後に阿部副社長が病気を理由に辞退するな
ど、74歳になる真藤社長の後継者をめぐる混乱ついて詳報した記事です。

1985年 1月号ピックアップ記事

編集部が選定した、日本を代表する 100 人のエグゼクティブにアンケートを依
頼し、日本のビジネス界をリードする大手企業、誰にも負けない財務状況や収益
力を誇る優れた企業、不屈のフロンティアスピリットを持ち若々しい活力に溢れ
た企業などについて、独自調査した結果を発信した記事です。

1985 Jan. 1985 Apr.
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1985年 9月号 ピックアップ記事 

520 人の犠牲者を出した、日本のナショナルフラッグキャリアである日本航空の
123 便墜落事故について、日本航空でこのような悲惨な事故が起きる要因を分析
するとともに、これまで様々な問題を抱えながらも受けてきた政府からの強力な
庇護を、いつまでも享受することはできないだろうと報じた記事です。

1985年 9月号 ピックアップ記事 

後に総理大臣となる石橋湛山が「世界に日本の実情を伝え、東洋と西洋の架け橋
となろう」と宣言してローンチした、日本で最古の英文経済誌である The 
ORIENTAL ECONOMIST の歴史的な意義と、1986 年 1月から TOKYO BUSINESS 
TODAY として、新しいフォーマットで生まれ変わることを伝えた記事です。

1985 Sep. 1985 Sep.
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紹介し、先人が掲げた高尚な理想を堅持しながら、正確な情報と偏見のない分析
を提供し続け、日本が世界で十分に理解されることを願っていると語った記事で
す。

1984 年 8 月 9 月合併号 ピックアップ記事  

1934 年の創刊から 50 周年を迎え、代表取締役の高柳弘が、これまでの The 
Oriental Economist の歩みを振り返り、石橋湛山がこの英文経済誌をローンチし
ようと決断した経緯や、第二次世界大戦の直後に GHQのクレーマー大佐がロン
ドンのエコノミストと同じくらい重要なメディアであると述べたエピソード等を

1984 Aug. / Sep.
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標である豪州や東南アジアをはじめ、今後は欧州にも焦点を当てる可能性が高い
ことを報じた記事です。 

1984 年 12 月号 ピックアップ記事  

キッコーマンの海外マーケット開拓状況について、「世界で最も美味しい調味料」
として醤油の認知度を高めることを目的とした、国際的なマーケティング戦略が
成功していて、すでに米国の醤油市場で最大のシェアを持っているが、重要な目

1984 Dec.
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1982年 12月号 ピックアップ記事 

11 月に誕生した自民党の中曽根政権について、国内では政府の財政赤字がすで
に危険な水域に膨れ上がる中で長引く不振に陥っているため、行政改革を実行す
る必要があり、米国や欧州との貿易においては、最悪の事態を何らかの形で回避
する必要がある等、新政権が直面している厳しい状況とその内幕を詳報した記事
です。

1983年 12月号 ピックアップ記事 

本田技研工業の創業者であり社長であった本田宗一郎と、新エンジンの開発をめ
ぐって対立していたエンジニアの久米是志が、困難に直面し一時は退職の旨を伝
えながらも会社に戻り、世界で初めて厳しい排気ガス規制をクリアした CVCC エ
ンジンを誕生させ、その 14年後に、Honda イズムの継承者として 3代目社長に
就任したことを伝える記事です。
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